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土木構造物の建設はプ ロジェク トといえる。 このためプ ロジェク トマネ ジメン トの考

え方 を導入 し、全体最適化 を目指すこ とが重要 といえる。 また土木構造物 は、仮に要求品

質を満たさない場合でも作 り直 しが困難である。特 に、公共工事で提供 され る公共施設 は

長期間にわたって納税者である国民に対 し、安全 と安心を与え、計画 され た便益を提供 し

続けなければならないので、それぞれ の品質は安定 していなけれ ばな らない。

本研究の目的 は、米国プロジェク トマネジメン ト協会(PMI)が 規定す るマネジメン ト

要素か ら統合マネジメン ト要素を除いた8つ の要素 を対象 として、品質マネ ジメン トに影

響 を与 えるマネジメン ト要素を抽 出 し、品質確保にお ける基本的な考え方を示す ことであ

る。 さらに、設計や施 工の中でどのよ うな原因が基 で設計 ミスや施工不良が生 じたかを見

るために、国土交通省 が発表 した資料にネ ッ トワークモデルを適用 し解析す る。その結果、

品質確保において重要な要素は技術者 であることが示 された。

最後 に、国土交通省が採用 している総合評価方式の評価項 目に、技術者やマネジメン ト

技術の評価 にも重点を置 くことを提案 した。

【キー ワー ド】品質確保、プロジェク トマネジメン ト、品質マネ ジメン ト、総合評価方式

1.研 究の背景 と目的

土木構造物 は、供用後のあ る時点か ら劣化 が始 ま

る。適切な維持 管理 を行 うこ とに よ り、効果的 に公

共サー ビス を長 期にわたって提供 す ることが可能 と

なる。 この維持管理の頻度や費用は、完成 した構造

物の品質に依存す る1)。我が国では公共投資が縮減 さ

れ る中、第二次世界大戦後急速 に整備 された社 会資

本が更新時期 を迎 えよ うとしている。

これか らの社会資本 の品質確保 は喫緊 の課題で あ

る。2005年4月1日 よ り 「公共工事の品質確保 の促

進 に関す る法律」(以 下、品確法 とい う)が 施行 さ

れた。 この法律 は価格以外の多様 な要素 を考慮 して、

価 格 と品質が総合 的に優れた構 造物 の調達 を 目的 と

してい る。

近年 、施 工内容 が複雑化 ・多様化 す るとい う傾 向

が顕著で ある。 したがって工事 にあた って、検討す

べ き計画内容や情報量は増大 してい る。 さ らに資機

材単価 の急変や各種の規制等 の増大 によ り建設 産業

を取 り巻 く環境 は急激に変化 しつつ ある。 この よう

な状況 におい ては、旧来 の品質(Quality)、 コス ト

(Cost)、 納期(Delivery)(以 下、QCDと い う)と

い う3つ のマネ ジメン ト要素のみを考えるのでは、

企業 と して社会や株主等に対す る説 明責任が不足 し

ているといわれ るよ うになった。 そこで、QCD以 外

にも複 数のマネジメン ト要素 を加 える必要 がある。

ところがそれ ぞれ のマネ ジメン ト要素間には複雑な

相互依存の関係が存在 し2)、効果的な建設施工マネジ

メン トの考 え方は理論的 に解明 されていなかった。

本研 究の 目的は、二つ あ り、一つは複数 のマネ ジ

メン ト要素で管理 されなけれ ばな らない建設施 工に

おいて、品質確保 に影響 を与えるマネジ メン ト要素

間の関係 を定量的 に分析 し、その結果 に基づいて品

質確保 に向けた基本的な考 え方 を示す ことである。

次 に、実際の設計や施 工において品質 に影響す る

原 因や課題 を明確 にす ることである。 このために品

質に影響 を与 える要因 の関連性 をネ ッ トワー クモデ

ル と捉 え、グラフ理論 を用いて国土交通省 の公表資
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料 を基 に、品質確保 において重要 な要素 を解析す る

ことである。

2.品 質 マネジ メン トに影響 を与 えるマネ ジメ ン ト

要素 に関す る研究

(1)マ ネジメント要素間の相互依存性 に関する調査

a)研 究の概要

建設施工では、一般的にQCDを 中心にマネ ジメン

トしてい る と言 われているが、資材 の調達や設計変

更情報の伝達等 を統合 的に検討 しなが ら進捗 を図 る

必要が ある。そ こで本研究 では、管理経験者のマネ

ジメン トに関す る意識調査 を実施 し、その結果 を解

析す るこ とによ り、品質確保への認識 お よび姿勢等

の検討 を行 う。

まず、QCDを 含めた複数のマネジメン ト要素間の

相互依存性合い とその方 向性 を把握 す るた めに、正

方マ トリックス を用 いてア ンケー ト調査 を実施す る。

その結果 を基 に、全マネ ジメン ト要素 を効率良 く循

環す る経路 を求 め、品質 に影響 を与 えるマネジメン

ト要素 を特定す る。 また、品質 と他 のマネ ジメ ン ト

要 素間の影響度合いを距離 の遠 近 と捉 え、全体問題

として解 析 し、品質 と接近 してい るマネジ メン ト要

素を特定す る。

b)検 討対象マネジメン ト要素

米 国では早 くか らマネ ジメン ト要 素や マネ ジメン

トの体系化についての研 究が行 われてお り、1969年

にはPMI(Project Management Institute)が 設立 され、

1996年 には各種のプロジェク トを対象に したPMの

手引書(A Guide to the Project Management Body of

Knowledge、 以下PMBOK3),4)と い う)が 発刊 され て

いる。英国においても1972年 設立の英国PM協 会が

同様の手引書を1992年 以来発刊 している。また、オ

ース トラ リアにおいても、豪州PM協 会が1976年 に

設立 され、以来PM活 動 を続 けている。

一方、我 が国では新 しい 日本版PM知 識体系の確

立 と資格制度 についてPM導 入開発調査委員会で研

究が行われ 、2001年 に 「プロジェク ト&プ ログラム

マネ ジメン ト標準ガイ ドブ ック」略称P2M5)が 作成 さ

れた。

それぞれ の組織が発刊す るPM手 引書 におけ るマ

ネ ジメン ト要 素の構成は異なるが、本研究 において

表-1PMBOKの マネジメント要素(知 識エリア)

表-2相 互依存性評価マトリックス

検討対象 としたマネ ジメン ト要素は、全世界171ヶ

国に26万 人以上の会員(2008年1月 現在)を 擁す る

PMIの 発刊す るPMBOKが 提案す る9つ のマネジメ

ン ト要素 とす る。 なお、PMBOKで はマネジメン ト要

素を"知 識エ リア"と 称 してい る。

表-1は 、PMBOKの マネジメン ト要素を 日 ・英語

で示 している。 ここで、9つ のマネジメン ト要素の一

つ」 となってい る 「統合」は他のマネジ メン ト要素

を統合す る機能 でマネ ジメン ト体系内に存在 し、全

てのマネ ジメン ト要素 と強い相互依存性 を有 してい

る と考え、本研究では8つ の要素を取 り上げている。

c)ア ンケー ト調査 と結果

(1)ア ンケー ト調査対象者

マネジメ ン ト要素に関 して影響 の有無 と影響 の方

向性を調べ るため、表-2の 正方マ トリックスを用い

てアンケー ト調査 を実施 した。ア ンケー トの調査対

象者 は、任意に抽出 した建設産業において約15年 間

以上従事 し、管理者の立場 を経験 した者 である。 国

内か らは40数 名、海外か らは30数 名 の回答があっ

た。海 外への調査 には英語版 を作成 した。海外企業
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の技術者 は、雇用形態 が我が国 とは異な り、永続的

に同職 種に携 わ ることは少 ないが、我が国の調査対

象者 と同等の業務経験年数 を持 ち、かつ、総合建設

での管理経験者である。

(2)調 査結果

それぞれのマネ ジメン ト要素間で影響 がある と考

える場合にはセル に 「1」、影響が無い と考 えている

場合 は「0」 を記入す る。影響 の方向は、表-2で は
"行 か ら列へ影 響がある"と 表現 してい る。例 えば

表-2で 、``人 的資源"が"調 達"に 影響があるセル

に 「1」を記入 している例である。

全 マ ネ ジ メ ン ト要 素 は8つ と して あ るの で 、

бnij=8×(8-1)=56の それぞれのセル毎 に合計 した

マ トリックス[A]を 作成す る。集計結果のそれぞれの

セル の値は下記の式(1)と式(2)で 表記 できる。式(1)と

式(2)に おいて δnijは、表-2で 調査 した解答のn番 目

シー トの行i× 列jセ ル を表す。すなわち、マ トリッ

クス[A]の 各セル δijの値 は、N枚 の調査票の同 じセ

ル δijの総和 となる。

(1)

(2)

表-3と表-4は 調査集計結果 のマ トリックスであ

る。 それ ぞれ のセルの数値 は、最大値 δMaxをそれ ぞ

れのセル の値 δijで除す ることによ り、影響が最 も強

い要素間関連 を1.0と し、影響が弱 くなるほど相対

的 に数値が大 き くな るよ うに正規化 している。 また、

それ ぞれ の要素間 において影響方 向 と強 さが異なる

ため、対角線 をは さんでセル の数値 は対称 とはな ら

ない。

d)マ ネジメン ト要素間の影響方向と強度

アンケー ト調査 の結果、それ ぞれ のマネ ジメン ト

要素間には依 存性 の偏 りが存在 し、また同一 のマネ

ジ メン ト要素間で も方向によ り依存性 の強弱が異 な

るこ とが判明 した。 そ こで、マネ ジメン ト要素 間の

相対依存性の関係 をマネ ジメン ト要素の接 近性度合

い と仮定 し、強い依存性 は接近 してい る、弱い依存

性は離れてい ると定義 して相対評価す る。

表-3マ ネジメント要素間の相対依存性(国 内)

表-4マ ネジメント要素間の相対依存性(海 外)

表-5双 方向の到達時間

図-1各 地点の空間位置関係イメージ

図-2最 短経路(実 線で示す)

例えば、図-1に 示す ように空間上に任意の地点A

～Dを 設定す る。 この点には高低差があ り、AB間 の

よ うに同一距離 であって も進 む向きによ り到達す る

時間が異 なる。各地点か ら隣接地点 まで到達に必要

な時間(分)を 求めた ところ表-5の ようになった。

A地 点 を出て4地 点を全て1回 通過す る経路総数は
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(N-1)!=6(N=4)通 り存在す る。 その中で、

最短時間で一巡できる順路は、A→C→D→B→A(総

計56分)と なる。最長は、A→B→D→C→A(総 計

62分)と な る。 このよ うに、巡 回方向 と巡回順序 を

適切 に選択す るこ とによ り、同 じ目的を効率 良 く達

成することができるといえる。図-2は 、最短経路 を

実線 で示 したものである。

(2)マ ネジメント要素間の最短経路

図-3は表-3の マネジメン ト要素間の相互依存性

(国内)を グラフ表示 してい る。 見やす くす るため

に品質を中央に配置 している。

全マネ ジメン ト要素間(8C2=56組 み)に は、方向

性 を含 めて様 々な依存性が存在す る。また、8つ のマ

ネ ジメン ト要 素間 を巡回す る経路 は(8-1)!=5,040

通 り存在す る。全経路 を検討 した結果 、マネ ジメン

ト要素間の最短経路は図-4の よ うになる。

マネ ジメン ト要素間の最短経路 とは、全体 を統合

マネ ジメン トす る場合 に、最 も影響 が強いマネ ジメ

ン ト要素間 を、効率良 く巡 回す るこ とと同義 と捉 え

るこ とがで きる。すなわち品質マネ ジメン トを最 も

効果的 に実施 できる経路(マ ネ ジメン トプ ロセス)

といえる。

図-3マ ネジメント要素間の相互依存性(国 内)

品質 に影響 を与 えるマネ ジメン ト要素 は、 国内で

は人的資源(技 術者や組織)で あ り、海外 は調達 と

なる。 国内 と海外 ではマネ ジメン ト要素 の経路が異

なる。 これ は、建設産業が成 り立つ社会基盤や社 会

規範等 の相違 に起因す るもの と考 える。建設生産 シ

ステ ムは、それぞれの社会や地域、文化等 と密接 し

てお り、柔軟 なマネジメン トの取組 が要求 され る。

欧米 で活用 されてい る仕組み を我 が国へ導入す る際

の留意点 といえよ う。

(3)品 質マネジメントへ影響を与えるマネジメント要素

次 に、全体最適化 を検討 しなが ら、注視 しなけれ

ばな らない特定 のマネ ジメ ン ト要素(品 質)を 検討

す る場合の分析法 を示す。前節 は全体 を大 きく捉 え

る手法で あ り、本節はあ る個別断面 を切 り取 る手法

である｡

図-3に おいて品質 にいたる経路をマネジメン ト要

素間の全 体最短距離問題 として捉 え、各要素間の接

近度 を検討 す る。計算方法 としては、一般 的な道路

網 の 最 短 経 路 算 出 に用 い られ る ダイ ク ス トラ法

(Dijkstra法)が 平易ではあるが、本研究ではマイナ

スの影響(負 の値)が 存在す るよ うな場合 で も算出

できるワーシャルー フロイ ト法(Warshall-Floyd法 、

以下W-F法 とい う)を 採用す る。

図- 4最 短経路の国内と海外の比較
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式(3)にW-F法 のアル ゴリズムを示す。W-F法 は列

と行の外積(和)を 求 め、1ス テ ップ前(k-1)の

行列 と比較 して最小値(min.)が あれ ば書 き換 える。

ここでkの 最大 は|M|×|M|正 方マ トリックスの次数

|M|で あ る。 す な わ ち 、 式(3)をk=1.2,…,|M|に 対

して繰 り返す ことで全体距離問題が解 ける6)。

(3)

ここで,xij=δMax/δijで あ り、正 規化後 の初期値

である｡d(k)ijは 、ステ ップk毎 の外積(和)を 表す.

W-F法 を用いて表-3お よび表-4の 全体距離問題

を解いた結果 をそれ ぞれ表-6、表-7に 示す。表中

の数値 は、表-3と表-4と 同様に、最 も影響の強い

関係 を1.00と している。 したがって数値が大 きくな

るほど、影響は弱 くなる。

表-6、表-7の 中で薄 く網掛け しているセル の数

値 はW-F法 で計算 した後 に変化 したことを示 してい

る。表-6、表-7か ら品質 に影響を与 えるマネジメ

ン ト要素の相対距離を整理 して表-8に 示す。

国内では、品質 に最 も影 響 を与 えてい るマネ ジメ

ン ト要素はコス トと人的資源(両 方 とも1.00)で あ

ることがわかる。海外ではコス ト(1.08)と なる。海

外 にお ける最 も強い影響 を与 えてい るマネジメン ト

要素間の関係 は、表-4お よび表-7の 左 下隅に示す

ように リスク→ コス ト(1.00)で ある。

(4)考 察

全体最適化 の検討お よび品質 とい う個別要素に注

視 した検討の結果、建設施 工にお ける品質確保 には、

技術者 および組織 とい う人的な要 因が重要であるこ

とが示 され た。 これは、図-4左 の国内総合建設の最

短巡回路 にお ける品質 に影 響 を与 えるマネジメン ト

要素である人的資源 と整合す る。

す なわち、担 当技術者 や組織の技術力やモ ラルが

品質 に影響 を与えやすい と考 えるこ とがで きる。品

質は技術者が作 り込む とい える。

海外では、図-4右 の品質の前の矢印に示 され る調

達 が、品質 に影 響 を与えやす い と示 されてい る。海

外 では専門業者や下請 業者等 も自国外 か ら進出 して

い る場合が多 く、我が国の建設産業 の ように、雇用

実績や技量 が熟知で きる協力会社 グルー プを構築す

るこ とが困難である。原則的にはその工事のみ(one

shot project)の 付 き合いにな ることが多い。 したがっ

て、調達 のマネ ジメン トが品質 に影響 を与える可能

性 が高い と考 えられる。

また、海外では表-8に 示 されているように一対一

のマネジメン ト要素間の影 響度合 いでは、 コス トが

品質 に最 も影響 を与 えてい る。 すなわ ち、全体 を統

合 マネ ジメン トす る考 え方 と個別要素 を検討す る場

合では異な ることが示 された。 これは、直接的 な見

方の場合は コス トが重要 と表れてい るが、建設施工

マネ ジメン トの意識 の中で は、調達が重要 と考 えて

い ると想定 され る。

国内では全体 を統合マネ ジメン トす る場合 も個別

要素 を検討す る場合 も、人的資源が品質 に最 も影響

を与 えてい るこ とが示 されてお り、品質確保の視点

がよ り明確であるといえる。

表- 6マ ネジメント要素間の相対距離(国 内)

表-7マ ネジメント要素間の相対距離(海 外)

表-8品 質マネジメントとそれぞれの要素間の相対距離
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3.品 質確保のために取るべき方策に関する検討

(1)グ ラフ理論(媒 介性指標)を 用いた分析法

複雑な関連性 を分析す る目的で、グラフ理論の中心

性指標を用いることがある。例 えば、2001年9月11

日に米国で発生 した同時多発テ ロ事件 の後に、テ ロリ

ス ト集団の中心的役割 を果た していた複数の人物 をグ

ラフ理論 の中心性指標(媒 介性値等)を 用いて抽出 し、

テ ロ組織 の構造をネ ッ トワー クと捉 え、その特性分析

を行 っている7),8)。

本節では、品質に影響 を与 える原因特定を媒介性指

標(Between-ness、 以下Bと い う)に て行 う。媒介性

指標 は、影響や情 報を仲介す る機能 を示す9)。 媒介性

指標の算出式を式(4)に 示す。 大きな数値 ほど媒介機

能が高い と判定できる。

(4)

ここにGpathsj→hは ノー ドノか らノー ドhま での

全 ての最短径路数、Gpathsj→i→hは ノー ドノか らノ

ー ドiを含 んでノー ドhま での最短径路数である。

a)設 計お よび施工が品質に及ぼす影響

(1)関 連 図のモデル化

国土交通省 が公表 している 「国土交通省直轄事

業 の建設生産システ ムにおける発注者 責任 に関す

る懇談会(第2回)10)」 の資料 か ら 『資料2-2発

注者責任 を果たすた めの建設生産 システムのあ り

方 について』(設 計 ミス ・施 工不 良の原因分析)

の関連図を用いる。図-5は 、資料2-2の"想 定

される背景"を 簡略化 して表現 している。

この表 では、設計 ミス ・施 工不 良に影響す る原

因や背景の方向性 は示 され ているが、影響の強弱

は示 され ていない。そ こで、 トポロジカルネ ッ ト

ワー クモデル と捉 えて、媒介性指標Bを 用いて、

「設計 ミス ・設計不良」を引き起 こす 「直接的原

因」や 「想 定 され る背景 」、 そ して 「分析 の観

点」 における要因 ・原因の関連性 よ り、それぞれ

の要因 ・原因が与える影響 の重要度 を評価す る。

ネ ッ トワー クモデル としては図-6に 示す原因分

析モデルを作成 し、 これ を用いた。

図- 5発 注者責任に関する懇談会(第2回)資 料

「設計ミス・施工不良の原因分析」を簡略化し、さらに媒

介性指標の高いところに星 印と丸印を追記している

図- 6設 計ミス・施工不良の原因分析モデル
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(2)分 析結果

媒介性指標Bを 計算 した結果、 「直接的原因」

は"発 注者 の監 督 ・検 査 の 不徹 底"が 最 高 値

(B=8.58)を 示 し、次 に"設 計者 の照査不足"

(B=5.67)で ある。直接 的原 因に影響 を与 える

「想 定 され る背景」は、"発 注者の監督 ・検査 の

不徹底"に 対 しては、"業 者 による不正行為 は、

監督 が不在な ときに行われてい るのではないか"

が最高値(B=2.33)を 示す。

"設 計者の照査不足"に 対 しては
、"施 工に関

す る知識が不足 してい るのではないか"、"技 術

基準に関す る知識が不足 してい るのではないか"、
"計 算過程(根 拠)を 理解で きる技術者 が少 な く

な ってい るのでは ないか"と い う背 景が最 高値

(B=2.58)で ある。

それぞれの関連性 を星印 と丸印で図-5に 示す。

b)建 設生産 システムにお ける課題の抽出

(1)関 連図のモデル化

同様 に、国土交通省 が公表 してい る 「国土交通

省 直轄事業の建設生産システムにお ける発注者 責

任 に関す る懇談会-中 間 と りま とめ(案)-11)」

(2006.6)に 添付 されている 『建設生産システム

における課題 の抽出』(図-7)を プ ロセ スにお

ける原因の関連ネ ッ トワー クと捉 え、媒介性指標

を用いて分析する。

調査 ・設計、施工、維持管理 とい うそれ ぞれの

「段階」にお ける 「顕在化 している問題」 がどの

よ うな 「プ ロセ ス」において発現 しているのか、

そ して 、それ ぞれの 「プ ロセ スにお け る原因分

析」 と 「想定 され る課題」に関 して検討 された図

-7を もとにネ ッ トワークモデルを構築 して図-8

に示す。

(2)分 析結果

図-8を 基 に 解 析 した結 果 、 この シ ス テ ム

(系)に おける媒介性指標 の最 高値 は施工段階 の
"施 工"プ ロセ スがβ=143と な り

、次に調査 ・

設計段階の"監 督 ・検査"プ ロセスおよび施 工段

階 の"監 督 ・検査"プ ロセスが共 にB=125と な

った。図-7に この強い値 を星印で示す。

図-7発 注者責任に関する懇談会-中 間報告(案)-

の資料、「建設生産システムにおける課題の抽出」を簡

略化し、星印を追記している

図-8建 設生産システムにおける課題の抽出モデル
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プロセス にお ける原 因分析 の中では、"施 工"プ

ロセスの中の"施 工業者 の技術力低下"がB=9.5、

"監 督 ・検 査"プ ロセ ス の 中 の"経 験 不 足"が

B=4.0と 示 され、他の原因 と比較 して高い値を示 し

た。す なわ ち、施工では施 工業者 の技術力低 下、監

督 ・検査で は経験不足が、品質確保 において重要な

課題 になっているといえる。

(2)総 合評価方式の評価項 目と品質の関係

次に、2005年4月1日 より施行 された品確法 に伴

い、価格 と品質 を総合的 に評価 す る発注方式で あ り、

現在では国土交通省 の発注工事の ほぼ全 てにおいて

採用 され ている総合評価方式の評価項 目を検討す る。

「国 土交通省直轄工事 におけ る品質確保促進ガイ

ド」お よび 「公共工事 にお ける総合評価方式活用ガ

イ ドライン」(以 下、 「ガイ ドライ ン」 とい う)が 、

2005年9月 に国土交通省お よび国土交通省国土技術

政策総合研究所 より公表 された12),13)。工事の品質確

保 のために、価格以外の評価項 目を総合的に判 断す

る施策である。図-9お よび表-9に 、ガイ ドライン

に示 されてい る評価 項 目とその評価基準の例 を示す。

図-9で は評価点の最 も重い項 目A(最 高点)を 基準

とし、他 の評価項 目Biに 与え られ る最高点 を相 対距

離Dist.i=A÷Biと して表現 してい る。 したがって中

心に近い評価項 目ほ ど重視 されていることになる。

第2章4節 お よび前節で述べたよ うに、品質確保

へ影響 を与 える要素は、人的資源(技 術者)で ある

ことが示 された。図-9に 示 されているように、左上

"技 術者 コ ミ
ュニケーシ ョン"か ら下部"技 術者資

格"ま で、技術者 に関連す る評価項 目は中心か ら離

れ 、他 の評価項 目(施 工計画や社会的要請 に対す る

提案等)と 比較 して評価点が低い。

また、表-9で は直接的評価ポイン トとして技術者

の能力や コ ミュニケーシ ョン能力が低 くなってい る。

我 が国 の土木技術者 は社会基盤建設 において、ハー

ド技術 とともに、マネジメン トとい うソフ ト技術 を

培 ってきた14)｡と ころがマネ ジメン ト技能や習熟度

に関す る直接的な評価項 目は存在 しない。

以上 をま とめると、総合評価方式 における評価項

図-9総 合評価方式における評価項目と評価基準例

表-9標 準型･高度技術提案型評価項目と配点例

目に、技術者 お よび組織 としてのマネジメン ト技術

やマネ ジメ ン トの習熟度、マネジメ ン トスキル等の

評価項 目を設定 し、適切な配点 とす ることを提案す

る。 さらに、マネ ジメン ト技術に対す る評価基準を

は じめ、 客観 的 な マ ネ ジ メ ン ト評 価 方 法 と して

PMBOKやP2Mな どの具体的マネジメン ト手法 の導

入 も急務であると考え られ る。

4.ま とめ

本論文 では、 まず建設施 工マネジメン トに対 して

世界的に浸透 しているPMBOKが 規定す る8つ のマ

ネ ジメン ト要素 を対象 に、著者 らは品質確保 に影響

を与 えるマネ ジメン ト要素の研 究を行 った。 それ ぞ

れのマネジメン ト要素間の相互依 存性強度 を接近性

と仮定 し、全マネ ジメン ト要素を巡 回す る経 路距離
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の短 さで全体 マネ ジメン トの効率性 を評価 した。 ま

た、各 マネジメ ン ト要 素間の依存性 を全対問題 とし

て、個別要 素間の関連性 を評価 した。その結果 、国

内 と海外 の全 体マネジメン トに関す る相違や 、品質

に特化 して検 討 した場合 、品質 に強 く影響 を与 える

マネ ジメン ト要素 を特定す ることができた。国内で

は人的資源 で あ り、海 外では調達 である。 この結果

に関 して、国 内外 に在住す る総合建設 のマネー ジャ

ー 経験者 十数 名 に ヒア リング調 査 を した ところ 、
"指 摘 され てみ るとなるほ ど"と い う回答 が得 られ

た。特 に、国内の場合 は、"品 質は技術者 が作 り込

む"と い う本研 究成果 に賛 同が得 られた。海外 の場

合は、"調 達 も一理あ る。 工事全体 をマネジメン ト

技術で対応 してい るため、個別マネ ジメン ト要素を

強 く意識 は してい ない。"と い う回答が あった。 国

内外のいずれ において も、今 回の研究成果お よび検

討手法 に対 して妥 当である との意見が得 られた。

次 に、品質確保 に関連す る公表資料 よ りネ ッ トワ

ー クモデル を構築 し、グラフ理論 の媒介性指標 を用

いて品質確保 に とって重要 な役割 を果 た している要

因 ・原 因等 を特定 した。 グラフ理論 の中心性指標 は

複雑な関連性 を構 築 している事象 において、定量的

に重要度 を示す こ とが可能 であ り、施工管理者 の判

断支援に有効 とい える。

建設施 工は 自然の中で実施 され るこ とが多 く、気

象や地象 の変化 に対 して適 時適切 な対応 が要求 され

る。セ ンサー技術や機械化施工技 術、情報伝達技術

等が進展 しているが、品質確保を含 めて総合的 な判

断は技術者 に帰 属す る とい うヒア リング調査結果 を

得た。本研 究の分析結果 か らも、技術者 の重要性や

臨場での監督 ・検査 の必要性 が示 され ている。今後、

我が国の建設 現場 にも導入 が予定 されてい るイ ンス

ペ クター制度の必要性 と整合す る。

平成17年 度 よ り試行促進が図られてい る総合評価

方式 の試行結果 に基づいた評価項 目や評価方法、加

算点の設定等 が見直 され てい る。本研 究の成果 か ら

品質確保 に とって技術者 の重要 性が示 され た。技術

者には 「総合 力」、 「マネ ジメン トカ」が必要 であ

る と、古市公威(1854～1934)の 時代 か ら言 われ て

いるとい う15)。 す なわち、土木技術者のマネ ジメン

ト技術や マネ ジメン ト習熟度等のマネ ジメン トに関

す る評価項 目も加 えるこ とを提 案す る。 そのた めに

は、マネジメン ト技術評価 基準の作成 が必要で ある。

そ して経験豊 かな技術者が、臨場での段階検査 をす

るこ とで施 工現場 における土木技術 を次世代へ継承

す るこ とを可能 とす る。 また、経験豊かな技術者が、

工事品質確保 を担 うこ とに よ り、価格の価値(value

for money)を より明確かつ効果的なもの とし、納税

者へ の説 明責任 を向上 し、土木技術者 の社会的評価

及び地位の向上につながるもの と考える。
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ASTUDY ON THE ANALYSIS OF MANAGEMENT FACTORES

FOR MAINTAINING CONSTRCUTION QUALITY

By Nobuyuki SUZUKI, Aketo SUZUKI, Hidekuni TAKASAKI

The uniqueness of Construction products, such as social infrastructures can be defined as "a project". Therefore the

concept of Project Management can lead managers to the effective situation at any time.

The Quality of the final product may be directly affected, or influenced, by many factors apart from the Contract

requirements and specifications which are often strongly interrelated, including; design and technical inputs, interfacing

projects and developments, culture and environmental factors that can all lead to some trade-offs or compromises. Due to

this structural complexity, it is very difficult to identify specific factors to focus on that would ensure and guarantee that

customer satisfaction is achieved.

In this paper we utilize the results of a survey carried out amongst construction site managers in Japan and overseas to

develop a spatial network, where we define that the interaction of management factors as a weighted graphical model.

This is then analyzed using the minimum circulation distance and Warshall-Floyd algorism methodology to find the key

factor and most direct mechanism for maintaining/influencing construction quality. Based on the results of our analysis,

and the latest procurement policies adopted by the "Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism" in Japan,

we conclude with some suggestions for increasing accountability within the civil engineering industry.
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